
射水市確定申告予約 AI 電話自動対応サービス利用業務委託

公募型プロポーザル実施要領

目的

本要領は、射水市確定申告予約 AI 電話自動対応サービス利用業務の受託事業者

を選定するための公募型プロポーザルの実施等に際し、必要な事項を定める。

１ 業務概要

（１）業務名 射水市確定申告予約 AI電話自動対応サービス利用業務委託

（２）業務内容 別紙「射水市確定申告予約 AI電話自動対応サービス利用業務委託

仕様書」（以下「仕様書」という。）のとおり

（３）業務期間 契約締結日から令和８年３月３１日（火）まで

（４）見積金額限度額 ８４７千円以内とする

（消費税及び地方消費税相当額を含む）

※仕様書記載の業務を実施するために必要な一切の経費を含む。

※この金額は、契約時の予定価格を示すものではない。

※上限額を超えた者は、失格とする。

２ 参加資格

プロポーザルへの参加者は、参加申込書の提出日において、次に掲げる要件を全

て満たしていること。

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する

者でないこと。

（２）射水市入札参加資格停止要領（平成１８年告示第１７４号）に規定する入札参

加資格制限期間中の者でないこと。

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続、民事再生法（平

成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続又は破産法（平成１６年法律第７５

号）に基づく破産開始手続がなされていないこと。

（４）応募資格の確認基準日から過去２年間において、国税、地方税の滞納がないこと。

（５）法人、法人の代表権を有する者又は法人の被用者等が暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力

団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

（６）法人、法人の代表権を有する者又は法人の被用者等が暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と社会的

に非難されるべき関係を有していないこと。

３ 質問書の受付及び回答

（１）受付期間 令和７年９月２２日（月）午後５時００分まで（必着）

（２）質問方法 質問書（様式第１号）により電子メールで提出すること。

提出先電子メールアドレス：kazei@city.imizu.lg.jp



（３）質問に対する回答 令和７年９月２６日（金）までに、市ホームページに掲載

する。なお、質問への回答内容は、本要領等の追加又は修正とみなす。

４ 企画提案書等の提出について

本プロポーザルへの参加を希望する事業者（以下「企画提案者」という。）は、

次の①～⑥に掲げる書類を作成し、期日までに指定の場所に提出するものとする。

なお、１者１提案とする。

（１）提出書類等（参考例）

① 参加申込書（様式第２号）

② 企画提案書（任意様式）

・企画提案書は、「射水市確定申告予約 AI 電話自動対応サービス利用業務委託仕

様書」の趣旨に沿う提案とすること。

・様式は任意とするが、日本工業規格Ａ４判を基本とすること。

・表紙には「射水市確定申告予約 AI電話自動対応サービス利用業務委託企画

提案書」及び企画提案者の名称を表示し、各ページに番号を付すこと。

・分かりやすい構成に努めること。

③ 事業者概要調書（様式第４号）

④ 業務実施体制及び業務担当予定者調書（任意様式）

・業務実施体制及び業務担当予定者調書は、次の（２）に基づいて作成すること。

⑤ 業務実績書（様式第５号）

⑥ 業務見積書（会社名、代表者名、代表者印を記入押印すること。）

⑦ 国税納税証明書（様式その３の３）

⑧ 市町村税完納証明書（全税目に未納がないことの証明書）

⑨ 財務諸表（貸借対照表、損益計算書等）

⑩ 履歴事項全部証明書

（２）業務実施体制及び業務担当予定者調書に記載する事項

次の項目について、具体的に記載すること。

① 業務の執行体制を図示するとともに、編成の考え方や特色

② 業務担当予定者の構成や業務分担（経歴のほか、資格や主な業務実績があれば

記載すること。）

（３）参加申込書及び企画提案書等の提出期限

① 提出期限：令和７年１０月３日（金）午後５時まで（必着）

② 提出場所：〒９３９－０２９４

富山県射水市新開発４１０番地１

射水市財務管理部課税課

電 話：０７６６－５１－６６１８（直通）

メール：kazei@city.imizu.lg.jp

③ 提出部数：５部（正本１部、副本４部）

④ 提出方法：持参、郵送又は電子メールによる提出

※持参による場合は、土、日、祝日を除く日の午前８時３０分から午後５時まで

の間とする。



※郵送の場合は、記録が残る簡易書留郵便等で行い、提出期限までに提出先に

届いていること。（郵送の場合は必ずその旨を射水市課税課まで連絡すること。）

※電子メールの場合は、提出期限までに提出先に届いていること（電子メールの

場合についても必ずその旨を射水市課税課まで連絡すること。）

（４）企画提案書等の無効

次の各号のいずれかに該当する場合は提出された企画提案書等を無効とし、当該

業者を失格とする。なお、優先交渉権者に選定された者の企画提案書等が無効とな

った場合は、評価により順位付けられた企画提案者の順位を繰り上げる。

① 提出期日を過ぎて企画提案書が提出された場合

② 提出書類に虚偽の記載があった場合

③ 審査の公平性を害する行為があった場合

④ 審査結果が確定するまでの間に担当課等関係者に本企画に対する援助を直接

又は間接的に求めた場合

⑤ 上記１（４）に定める見積限度額を超えた場合

５ 企画提案の審査

（１）審査方法

書類審査により評価を行う。

提出書類を審査し、結果を令和７年１０月中旬まで（予定）に電子メールに

て通知する。

（２）審査基準

企画提案の評価基準の配点は、下表に示すとおりとする。

評価基準 評価事項 配点

業務実績 他自治体での同様の業務実績により本業務を遂

行するために有益な知見、ノウハウを有してい

る。

１０

実施体制 配置体制 市の求めに応じて随時協議に応じられる体制が

整っているか。また、緊急時であっても市と迅速

に連絡を取り合って対応できる体制となってい

るか。

１０

専門知識を有した従事者が配置されているか。 １０

実施スケ

ジュール

本業務を確実に遂行できるスケジュールとなっ

ているか

１０

提案内容 操作性 高度な音声認識機能を有し、申告予約を円滑に進

められる設計となっているか。

１０

予約日、時間帯別に予約者一覧の帳票が印刷でき

るか。

１０



６ 優先交渉権者の選定

（１）優先交渉権者の選定方法

選定委員が「射水市確定申告予約 AI電話自動対応サービス利用業務委託プロポ

ーザル審査基準」に基づき、企画提案書等を評価、採点し、点数が最も高い者か

ら順に１位とし、以下、順位をつける。１位の者を優先交渉権者、２位の者を次

点交渉者とする。

（２）企画提案者が１者の場合の取扱い

最低基準点数（総合評価点の８０％以上）を満たす場合は、当該提案者を優先交

渉権者とする。

（３）優先交渉権者の選定及び結果の通知及び公表

① 審査結果は、各企画提案者に電子メール等により通知する。

② 優先交渉権者の審査結果を射水市のホームページで公表する。

③ 審査結果に対する異議を申し立てることはできない。

７ 契約の締結

優先交渉権者として選定された者と射水市が協議し、契約案件に係る仕様を確定し

た上で見積書を徴取し、随意契約の方法により契約を締結する。この場合において、

辞退その他の理由で契約できない場合は、次点交渉権者に契約の交渉を行う。

８ その他

（１）企画提案書等の作成、応募等に要する費用については、全て企画提案者の負担と

する。

（２）提出された書類等は、返却しない。

（３）提出された書類等は、提出者に無断で本プロポーザル以外には使用しない。

（４）提出された書類等は、審査及び説明のため、その写しを作成し使用することがあ

る。

（５）提出期限後に、内容の変更や追加、再提出等は認めない。

（６）企画提案者は、企画提案書の提出をもって、本実施要領の記載内容に同意したも

のとする。

システム システムに高負荷がかかった場合の対策・提案が

されているか。

１０

セキュリ

ティ対策

個人情報などの情報を適切に取り扱い、漏洩を防

止するための具体的な提案がされているか。

１０

その他 自由提案 その他、本業務の遂行にあたり効果的かつ実現性

の高い提案があるか。

１０

見積金額 費用見積 最低見積額／見積額×価格点数(満点) １０

合 計 １００



９ スケジュール（予定）

１０ 問い合わせ先

射水市財務管理部課税課

電 話：０７６６－５１－６６１８（直通）

メール：kazei@city.imizu.lg.jp

内容 期日

公募開始（実施要領等の公開） 令和７年９月８日（月）

質問書の提出期限 令和７年９月２２日（月）午後５時まで

質問書に対する回答 令和７年９月２６日（金）午後５時まで

参加申込書及び企画提案書等の提出期限 令和７年１０月３日（金）午後５時まで

審査結果の通知 令和７年１０月中旬

契約締結 令和 7年１１月中旬頃を予定


